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子会社（株式会社ジーオー・ファーム）の第三者割当による新株式発行に 

関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ジーオー・ファーム（本

社：沖縄県島尻郡久米島町、代表取締役社長 鷲足恭子）の第三者割当による新株式の発行

を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。  

 

 

記 

 

 

１．理由及び経緯 

  本件は、当社の子会社である株式会社ジーオー・ファームにおいて、当初計画に従い「あ

たらないカキ」の陸上養殖事業におけるプラント設備建設を開始することに伴うものであ

ります。第一期プラント（種苗から幼貝まで成育させる設備）は、当期中に完成予定です。

平成 30 年 3 月期からは第二期プラント（幼貝から成貝まで成育させる設備）の工事を開

始いたします。「あたらないカキ」の初出荷は平成 31 年３月期を予定しており、収益化ま

でに時間を要することやプラント建設費及び研究開発費も多額になるため、当社子会社の

株式会社ジーオー・ファームの財務基盤を強化する目的で、沖縄振興開発金融公庫及び当

社を引受先として第三者割当増資を実施することにいたしました。  

  沖縄振興開発金融公庫を割当先として選定したのは、①株式会社ジーオー・ファームの

事業内容、技術力及び将来性を高く評価いただくと同時に当社グループの経営状況等につ

いてもご理解いただいていること②株式会社ジーオー・ファームの取組みが、沖縄県の経

済発展に資するものであり、沖縄の自立的・継続的発展に貢献することを目的とする沖縄

振興開発金融公庫が事業展開上の最善のパートナーと判断したためであります。一方、当

社が引き受けたのは、将来の中核事業のひとつである「あたらないカキ」の陸上養殖事業

を営む株式会社ジーオー・ファームに対する持株比率を確保し、当社の子会社として維持

することが目的であります。 

今般の第三者割当増資を実施することで、中長期の成長を支える財務基盤の強化を図り、

陸上養殖事業を進展させるとともに沖縄国際物流ハブ機能を活用し成長著しいアジアへ

の積極的な展開も企図いたします。 

 

会 社 名 株 式 会 社 ゼ ネ ラ ル ・ オ イ ス タ ー 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 C E O 吉田 秀則 

 （コード番号：3224 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 常務取締役 CFO 経営戦略本部長  安部 浩司 

 （TEL.03-6667-6606） 



 

 

２．当社子会社の概要  

 

（１）名称 株式会社ジーオー・ファーム 

（２）所在地 沖縄県島尻郡久米島町宇根ナカシ浜 127-７ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鷲足 恭子 

（４）事業内容 あたらないカキの陸上養殖事業 

（５）資本金 10,000 千円 

（６）設立年月日 平成 27 年 12 月１日 

（７）大株主及び持株比率 株式会社ゼネラル・オイスター 100％ 

 

３．第三者割当増資の概要 

 

（１）発行済株式数 普通株式 200 株 

（２）発行新株総数 普通株式 7,800 株 

（３）増資後発行済株式総数 普通株式 8,000 株 

（４）発行価額 1 株につき 50,000 円 

（資本組入額：1 株につき 25,000 円） 

（５）発行総額 390,000 千円 

（６）当社の引受株数 4,000 株 

（７）当社の引受金額 200,000 千円 

（８）沖縄振興開発金融公庫の引受株数 3,800 株 

（９）沖縄振興開発金融公庫の引受金額 190,000 千円 

（10）資本 【増資前】 

資本金    10,000 千円 

資本準備金  －千円 

【増資後】 

資本金    205,000 千円 

資本準備金  195,000 千円 

（11）増資前持株比率 株式会社ゼネラル・オイスター 100％ 

（12）増資後持株比率 株式会社ゼネラル・オイスター 52.5％ 

沖縄振興開発金融公庫     47.5％ 

 

４．沖縄振興開発金融公庫の概要 

 

（１）所在地 沖縄県那覇市おもろまち１-２-26 

（２）代表者 理事長 川上 好久 

（３）設立年月日 昭和 47 年５月 15 日 

（４）事業内容 政府関係金融機関 

（５）資本金 773 億円（全額政府出資） 

平成 28 年 3 月現在 

（６）上場会社と当該公庫と 

   の間の関係 

資本関係 当社と当該公庫との間には

記載すべき資本関係はあり

ません。 

人的関係 当社と当該公庫との間には

記載すべき人的関係はあり

ません。 

取引関係 当社と当該公庫との間には

記載すべき取引関係はあり



 

ません。 

関連当事者への該当状況 当該公庫は、当社の関連当事

者に該当しません。 

 

５．日程  

  平成 28 年７月 27 日 取締役会決議 

  平成 28 年９月下旬  払込予定 

 

６．今後の見通し  

  平成 29 年３月期の業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 


